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一般報文 

国総研の研究者に求められる技術力の構造化の試み  
～「研究の心構え」に基づく人材育成体系の検討～ 

宮原 史
 
1．はじめに1 

国土技術政策総合研究所（以下「国総研」とい

う。）は、「技術を原動力に、現在そして将来にわ

たって安全・安心で活力と魅力ある国土と社会の実

現を目指す」ことを使命に掲げている1)。自然災害

の激甚化・頻発化、デジタル化の加速、カーボン

ニュートラル実現に向けた動き等、国土交通行政を

取り巻く社会経済の構造が変化する中、国総研が使

命を果たしてゆくためには、研究者一人一人の力量

が確保されるよう人材育成を継続してゆく必要がある。 
 人材育成を、計画の立案（Plan）、実施（Do）、
評価・改善（Check & Action）のPDCAサイクル

のシステムとして捉えると、このサイクルが機能す

るためには、人材育成の目標が明確に設定されてい

る必要がある（図-1）。しかし、国総研の研究者に

対する人材育成の目標が、人材育成の計画と対応付

けることが可能な形で整理されてきたとは言い難い。

人材育成の目標は、国総研以外の多くの組織におい

ても整理されているケースは稀と考えられ、明確に

設定することが必ずしも容易ではない。 
 このような中、国総研が平成29年に定めた「研

究の心構え」1)に改めて注目すると、同文書には国

総研の研究者に求められる技術力の要素が明文化さ

れている。この内容を分解し、要素間の関係を整理

することで、人材育成の目標の一例を提示すること

ができると考えられる。そこで本稿では、PDCAサ

イクルの人材育成体系の構築に向けて、研究の心構

えに基づき、国総研の研究者に求められる技術力の
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構造化を試みる。そして、構造化された技術力に基

づく人材育成の計画や評価の方法論を提示する。な

お、本稿の内容は、国総研で若手研究者の育成を担

当している筆者が個人的に検討したものである。 

2．人材育成の目標となる技術力の構造化 

2.1 構造化に用いるブルーム・タキソノミーの枠組 
 筆者はこれまで、主に道路橋の維持管理に着目し

て、技術力の解明に関する研究例えば2)に取り組んで

きた。これらの研究を通じて、教育目標を分類し明

確に記述するために開発された「ブルーム・タキソ

ノミー」3),4)の有効性を確認している。そこで、本

検討においても技術力を構造化するための枠組とし

てブルーム・タキソノミーを用いる。なお、本稿で

はアンダーソンらによって提起された2次元で構成

される枠組を「ブルーム・タキソノミー」と称す。 
 ブルーム・タキソノミーは、表-1に示すように横

軸の認知過程次元に、教える内容（知識）を類型化

した縦軸の知識次元を加えて2次元で構成される。

認知過程次元は、表-1に示すように「記憶する」か

ら「創造する」へと、単純なものから複雑なものの

順序で配列された6領域から構成され、表-2に示す

とおりそれぞれの次元に計19の認知過程が分類さ

れている。知識次元は、表-3に示すとおり個別・具

体的な内容要素を指し示す知識である「事実的知

識」、より組織化され一般化された知識である「概

念的知識」、やり方についての知識である「手続的

知識」、そして、自分自身の認知過程や人間一般の

認知過程についての知識である「メタ認知的知識」

から構成され、それぞれ類型化されている。特定の

知識のタイプは特定の認知過程と結びつきやすい性

質をもっており、表-1に示すように、1)「事実的知

識の記憶」、2)「概念的知識の理解」、3)「手続的知

識の応用」、4) 様々なタイプの知識の複合体に支え

られた「高次の認知過程」という4つの目標の類型

が考えられるとされている。 
2.2 技術力の構造化の方法 
 「研究の心構え」には、「行政・現場の真のニー

ズを理解し、本質的な技術的課題を明確化」等、国

Plan

C&A

目目標標ととすするる技技術術力力

Do

目標に照らして計画，
実施，評価・改善の
サイクルを継続

 
図-1 PDCAサイクルの人材育成システム 
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総研の研究者が研究を行う上での留意点や工夫が一

般化された形で記述されている。これらから読み取

ることができる、国総研の研究者に求められる知識

と認知過程の組合せを、ブルーム・タキソノミーの

枠組を用いて分類することにより技術力の構造化を

試みる。例えば上記の記述は、まず、「行政・現場

のニーズに関する知識を理解する」、「技術的課題を

明確化する」という2つの要素に分解される。その

上で、前者は「概念的知識の理解」に分類する。後

者は、さまざまな知識に基づいて情報を「区別す

る」という認知過程が最もよく該当すると考えられ

ることから、「分析する」に分類する。 
 ここで、国総研では研究の心構えを定めるのと同

時期に、ベテランの経験・ノウハウを具体的な体験

談として伝承する手段として「経験・ノウハウ伝承

講演会」（以下「ノウハウ講演会」という。）を実施

してきている5)。そこで、研究の心構えの記述に加

え、ノウハウ講演会でこれまでテーマとして扱われ

伝承が図られてきている内容も、同様に技術力の構  
表-1 ブルーム・タキソノミー 

知識次元 
認知過程次元 

1.記憶 
する 

2.理解 
する 

3.応用 
する 

4.分析 
する 

5.評価 
する 

6.創造 
する 

A.事実的知識  
 

     

B.概念的知識  
 

     

C.手続的知識  
      

D.メタ認知的 
知識       

 
表-2 認知過程の類型 

認知過程 類型 
1. 記憶する 再認する、再生する  

2. 理解する 解釈する、例示する、分類する、要約する、 
推論する、比較する、説明する 

3. 応用する 実行する、応用する 
4. 分析する 区別する、組織化する、帰属する  
5. 評価する 点検する、批評する 
6. 創造する 一般化する、計画する、生産する 

 
表-3 知識の類型 

知識 類型 

A. 事実的知識 ・用語の知識 
・個別的な知識 

B. 概念的知識 
・分類やカテゴリーの知識 
・原理や一般化の知識 
・理論、モデルや構造の知識 

C. 手続的知識 
・教科固有のスキルやアルゴリズムの知識 
・教科特有のテクニックや方法の知識 
・適切に手続を用いる際の判断基準の知識 

D. メタ認知的 
知識 

・方略についての知識 
・文脈と条件についての適切な知識を含む 

認知的課題に関する知識 
・自己に関する知識 

造化に考慮する。 
2.3 技術力の構造化 
 2.2に示した方法で国総研の研究者に求められる

技術力を構造化した結果を図-2に示す。以下の(1)、
(2)で、図-2に示す技術力の要素を解説する。なお、

国総研の研究者の職位には研究員、研究官、主任研

究官（以下「主研」という。）、室長等があり、職位

に応じて求められる技術力の水準も異なる。そこで

図-2では、国家公務員法に基づく人事評価制度6)に

おける能力評価の評価項目も参考にしながら、概ね

修得することが求められると考えられる職位の観点

から個々の技術力の要素を色分けして示している。 
(1) 高次の認知過程に位置付けられる研究プロセス 
 研究の心構えから読み取った「a)技術的課題の明

確化」「b)研究計画の作成」「c)研究の実施」「d)成
果のとりまとめ」「e)社会実装に向けた道筋の構築」

「f)実装結果のフォローアップ」から成る研究プロ

セスに沿った要素を、いずれも高次の認知過程

（「分析する」「評価する」「創造する」）に分類した。 
 計画の策定、見直しといったプロセスは、表-2に
示した認知過程の類型に基づき「創造する」に分類

した。これらの多くは主研以上に修得が求められる

要素とした。仮説の検証、考察や研究成果のとりま

とめといったプロセスは、情報を「区別する」「組

織化する」という側面と、妥当性を「点検する」と

いう側面の両方に該当すると考え、「分析する」と

「評価する」の両方に跨るものとして分類した。計

画に基づく仮説の検証や研究成果のとりまとめは、

職位によらず研究職には修得が求められる要素とし

た。ただし、成果の技術基準・手法としてのとりま

とめは、過去からの国総研の研究蓄積も踏まえて行

う必要があることから主研以上に修得が求められる

要素とした。なお、「政策の方向性の提案」は、研

究行為そのものではないものの、国総研の研究者

（特に室長以上）に求められる重要な要素であるこ

とから、研究プロセスの上流に示した。 
(2) 研究プロセスを支える様々な知識 
 国総研の研究者に求められる様々な知識は、事実

的知識の記憶、概念的知識の理解、手続的知識の応

用及びメタ認知的知識に分類するとともに、高次の

認知過程に位置付けた研究プロセスを支えているこ

とを矢印で示した。 
 各専門分野に特有の知識を表す「専門知識」と行

政に関する知識を表す「行政知識」は、研究の心構 
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総研の研究者が研究を行う上での留意点や工夫が一

般化された形で記述されている。これらから読み取

ることができる、国総研の研究者に求められる知識

と認知過程の組合せを、ブルーム・タキソノミーの

枠組を用いて分類することにより技術力の構造化を

試みる。例えば上記の記述は、まず、「行政・現場

のニーズに関する知識を理解する」、「技術的課題を

明確化する」という2つの要素に分解される。その
上で、前者は「概念的知識の理解」に分類する。後

者は、さまざまな知識に基づいて情報を「区別す

る」という認知過程が最もよく該当すると考えられ

ることから、「分析する」に分類する。 
ここで、国総研では研究の心構えを定めるのと同

時期に、ベテランの経験・ノウハウを具体的な体験

談として伝承する手段として「経験・ノウハウ伝承

講演会」（以下「ノウハウ講演会」という。）を実施

してきている5)。そこで、研究の心構えの記述に加

え、ノウハウ講演会でこれまでテーマとして扱われ

伝承が図られてきている内容も、同様に技術力の構  
表-1 ブルーム・タキソノミー 

知識次元 
認知過程次元 

1.記憶 
する 

2.理解 
する 

3.応用 
する 

4.分析 
する 

5.評価 
する 

6.創造 
する 

A.事実的知識  
 

 
 

   

B.概念的知識  
 

     

C.手続的知識  
 

     

D.メタ認知的 
知識       

表-2 認知過程の類型 
認知過程 類型 

1. 記憶する 再認する、再生する  

2. 理解する 解釈する、例示する、分類する、要約する、 
推論する、比較する、説明する 

3. 応用する 実行する、応用する 
4. 分析する 区別する、組織化する、帰属する  
5. 評価する 点検する、批評する 
6. 創造する 一般化する、計画する、生産する 

表-3 知識の類型 
知識 類型 

A. 事実的知識 ・用語の知識 
・個別的な知識 

B. 概念的知識 
・分類やカテゴリーの知識 
・原理や一般化の知識 
・理論、モデルや構造の知識 

C. 手続的知識 
・教科固有のスキルやアルゴリズムの知識 
・教科特有のテクニックや方法の知識 
・適切に手続を用いる際の判断基準の知識 

D. メタ認知的 
知識 

・方略についての知識 
・文脈と条件についての適切な知識を含む 
認知的課題に関する知識 

・自己に関する知識 

造化に考慮することとした。 
2.3 技術力の構造化 

2.2に示した方法で国総研の研究者に求められる
技術力を構造化した結果を図-2に示す。以下の(1)、
(2)で、図-2に示す技術力の要素を解説する。なお、
国総研の研究者の職位には研究員、研究官、主任研

究官（以下「主研」という。）、室長等があり、職位

に応じて求められる技術力の水準も異なる。そこで

図-2では、国家公務員法に基づく人事評価制度6)に

おける能力評価の評価項目も参考にしながら、概ね

修得することが求められると考えられる職位の観点

から個々の技術力の要素を色分けして示している。 
(1) 高次の認知過程に位置付けられる研究プロセス 
研究の心構えから読み取った「a)技術的課題の明

確化」「b)研究計画の作成」「c)研究の実施」「d)成
果のとりまとめ」「e)社会実装に向けた道筋の構築」
「f)実装結果のフォローアップ」から成る研究プロ
セスに沿った要素を、いずれも高次の認知過程

（「分析する」「評価する」「創造する」）に分類した。 
計画の策定、見直しといったプロセスは、表-2に

示した認知過程の類型に基づき「創造する」に分類

した。これらの多くは主研以上に修得が求められる

要素とした。仮説の検証、考察や研究成果のとりま

とめといったプロセスは、情報を「区別する」「組

織化する」という側面と、妥当性を「点検する」と

いう側面の両方に該当すると考え、「分析する」と

「評価する」の両方に跨るものとして分類した。計

画に基づく仮説の検証や研究成果のとりまとめは、

職位によらず研究職には修得が求められる要素とし

た。ただし、成果の技術基準・手法としてのとりま

とめは、過去からの国総研の研究蓄積も踏まえて行

う必要があることから主研以上に修得が求められる

要素とした。なお、「政策の方向性の提案」は、研

究行為そのものではないものの、国総研の研究者

（特に室長以上）に求められる重要な要素であるこ

とから、研究プロセスの上流に示した。 
(2) 研究プロセスを支える様々な知識 
国総研の研究者に求められる様々な知識は、事実

的知識の記憶、概念的知識の理解、手続的知識の応

用及びメタ認知的知識に分類するとともに、高次の

認知過程に位置付けた研究プロセスを支えているこ

とを矢印で示した。 
各専門分野に特有の知識を表す「専門知識」と行

政に関する知識を表す「行政知識」は、研究の心構 
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えに直接該当する記述があるわけではないものの、

必要性が明白であるため筆者の判断で技術力の構造

化に考慮した。このとき、例えば専門知識に着目す

ると、同じ専門知識といっても、用語、事例といっ

た事実的知識、原理、理論といった概念的知識、設

計や施工の手法といった手続的知識と、様々な知識

次元の知識が求められると考えられる。このような

知識は、複数の知識次元に跨るものとして分類した。 
 「現場の見方」、「データの見方」といった知識は、

2.2で述べたノウハウ講演会において伝承が図られ

てきている知識である。これらは方略（方策、方

法）についての知識であるため、メタ認知的知識に

分類した。また、研究の心構えに記述がある「行

政・現場・研究の特性」、「自らの強み・弱み」と

いった知識は自己に関する知識であるため、同様に

メタ認知的知識に分類した。メタ認知的知識は、そ

の他の知識と異なり、経験を積んで次第に育ってく

るものであるため、主研以上に修得が求められる要

素とした。 
 行政・現場ニーズ、組織的に積み上げてきた研究

蓄積、実現性の高い実装プロセスに関する知識が求

められる点が、国総研の研究者の特徴であると考え

られる。 
(3) 国総研の研究者に求められる適応的熟達 
 心理学では、既習の技能を柔軟に応用したり、以

前の経験を新しい事態に生かしたりすることができ

る者は「適応的熟達者」と呼ばれ、決まった課題に

おいて手続を正確に素早く実行できる「定型的熟達

者」と区別されている7)。国総研の研究者も、(1)、
(2)で解説したように、幅広い知識を修得するとと

もに自由自在に研究プロセスに生かすことができる

適応的熟達者になることが求められると解釈できる。 

3．構造化した技術力に基づく人材育成の計画 

3.1 人材育成計画の立案の考え方 
 2.で構造化した技術力の要素に対して、Off-JT（Off 
the Job Training）やOJT（On the Job Training）と

いった様々な人材育成手段を対応付けることができ

れば、目標に整合した、ターゲットを明確にした人

材育成計画の立案が可能となる。以下では、構造化

した技術力に基づく人材育成計画の方法論を提示す

るため、国総研企画部が研究職職員向けに実施して

きたOff-JTをサンプルとして、2.で構造化した技術

力の要素と人材育成手段の対応の整理を試みる。 

知識次元
認知過程次元

１．記憶する ２．理解する ３．応用する ４．分析する ５．評価する ６．創造する
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Ｂ．概念的知識

Ｃ．手続的知識

Ｄ．メタ認知的知識

行政・現場ニーズに関する知識

a) 技術的課題
の明確化

国総研の研究蓄積に関する知識
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行政知識
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図-2 国総研の研究者に求められる技術力の構造化の例 
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3.2 構造化した技術力と人材育成手段の対応の整理

～国総研企画部実施のOff-JTの例～ 
 2.で構造化した技術力の要素と国総研企画部が実施

してきたOff-JTの対応を整理した結果を図-3に示す。

図-2に示した研究プロセスに対応するOff-JTとして

以下が挙げられる。 
・ノウハウ講演会で扱ってきた「研究計画の立案」

が「b) 研究計画の策定」に対応する等、ノウハ

ウ講演会の一部のテーマは研究プロセスに対応

している。 
・研究発表会で研究成果を発表することは、「成果

のとりまとめ」、「社会実装の道筋の構築」と

いった研究プロセスに対応している。 
一方、図-2に示した知識の習得に対応するOff-JTと
しては以下が挙げられる。  
・現場見学や発注手続の講習会は、これらに関する

知識の習得に対応している。現場見学は、経験

を積むことでメタ認知的知識が育ってくること

も期待されるため、「現場の見方に関する知識」

にも対応すると整理している。なお、「実地体験

は認識の形成に非常に大きな働きをしている」

とされており8)、現場見学は専門知識の理解の深

化にも寄与している可能性が高い。 

・若手勉強会は、知識の習得を目的に開催すること

もあるものの、ここではグループワーク等での

若手同士の対話が自らの強み・弱みを認識する

機会となることに着目し、「自らの強み・弱みに

関する知識」に対応すると整理している。 
 以上のように、構造化した技術力と対応付けるこ

とで、ターゲットを明確にした人材育成計画の立案

が可能となると考えられる。なお、整理結果からは、

企画部が実施してきたOff-JTが構造化された技術力

の要素に幅広く対応した内容となっている一方で、

カバーできていない要素もあることが可視化できた。

既存の人材育成の取り組みに対してこのような気付

きを得ることができることも、目標となる技術力を

構造化することの意義である。 
3.3 今後の課題 
 成人の能力開発の70%以上は業務上の経験によっ

て説明できるとの研究もあるように9)、構造化され

た技術力は企画部等が実施するOff-JTと各研究部等

におけるOJTが相まって修得されるものである。特

に研究プロセスに沿った要素の修得、すなわち

2.3(3)で述べた適応的熟達には、OJTで研究経験を

積むことが不可欠である。 
 しかし、2.3(3)で述べた適応的熟達化は、そのプ

 
図-3 構造化された技術力と国総研企画部実施のOff-JTの対応 
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ロセスについてはあまり多く分かっていないとされ

ており、適応的熟達化のために不可欠な条件として

以下の4点が示されるに留まっている7)。 
 1) 絶えず新奇な問題に遭遇すること 
 2) 対話的相互作用に従事すること 
 3) 緊急、外的な必要性から解放されていること 
 4) 理解を重視するグループに所属していること 
これらの条件を参考にしつつ、今後は様々な条件で

行われるOJTがどのような技術力向上効果を有する

かを明らかにしてゆくことが課題と考えられる。 
 なお、このような観点から、筆者は経験による学

習内容と技術力向上効果を明らかにすることを目的

とした研究にも着手している10)。この研究では地方

整備局職員の国総研道路構造物研究部への出向経験

に着目しているものの、同様の方法論で国総研の研

究者を対象として経験による技術力向上効果を分析

することも可能である。 

4．構造化した技術力に基づく人材育成の評価 

4.1 人材育成の評価の考え方 
 2.で人材育成の目標とする技術力を構造化したこ

とにより、個々の技術力の要素に着目して習得度合

いを評価することが可能となる。3.で示したように、

個々の技術力の要素に人材育成手段を対応付けるこ

とができれば、各人材育成手段に着目して目的の達

成度合いを評価することも可能となる。 

 具体的な評価方法に関して、教育分野では、目標

に応じた評価方法を採用することが重要とされてい

る。ブルーム・タキソノミーの認知領域でいうとこ

ろの「1. 知識」～「3. 適用」に相当する教育目標

の場合には、テストのように個別の内容の習得の有

無を点検する「行動目標に基づく評価」で評価が可

能である一方、「4. 分析」～「6. 評価」に相当す

る高次の教育目標の場合には、学習者の振る舞いを

手掛かりに、知識の総合的な活用力を質的に評価す

る「パフォーマンス評価」が必要とされている11)。

また、パフォーマンス評価では、テストのように目

標の達成・未達成の二分法で評価することは困難で

あり、ルーブリックと呼ばれる、パフォーマンスの

質（熟達度）を評価する評価基準表を用いることが

必要となるとされている。 
 これらのことを考慮すると、図-2において高次の

認知過程に分類されている研究プロセスに沿った要

素に着目して習得度合いを評価するためには、ルー

ブリックを整備する必要がある。以下では、当該

ルーブリックの試案を提示する。 
4.2 研究プロセスに着目したルーブリックの整理 
 2.で構造化した技術力の要素のうち、研究プロセ

スに沿った要素の習得度合いを評価するためのルー

ブリックの試案を表-4に示す。ここでは、実務の便

を考慮して、図-2と同様に研究員、研究官、主研、

室長の職位別の4段階で整理した。職位別の目標を

表-4 研究プロセスに着目したルーブリックの試案 

a) 技術的課題の明確化
研究員レベル 専門知識に基づいて技術的課題を抽出し、明確化することができる。
研究官レベル 行政・現場ニーズや専門知識に基づいて技術的課題を抽出し、明確化することができる。
主研レベル 行政・現場ニーズや国総研の研究蓄積に関する知識、専門知識に基づいて技術的課題を抽出し、明確化することができる。室⻑レベル

b) 研究計画の策定
研究員レベル 専門知識に基づいて、研究の目標を達成するための研究項目・手順、仮説と検証方法を立案することができる。
研究官レベル 行政・現場ニーズや専門知識に基づいて、研究の目標を達成するための研究項目・手順、仮説と検証方法を立案することができる。
主研レベル 行政・現場ニーズや国総研の研究蓄積に関する知識、専門知識に基づいて、社会実装を想定し、研究の達成目標、研究項目・手順、

仮説と検証方法、スケジュールを立案することができる。自らの強み・弱みを認識した上で、外部とも連携した研究体制を構築す
ることができる。室⻑レベル

c) 研究の実施
研究員レベル 専門知識に基づいてデータ、事実を客観的・中立的に解釈して仮説を検証し、考察することができる。
研究官レベル 専門知識に基づいてデータ、事実を客観的・中立的に解釈して仮説を検証し、考察することができる。その結果を踏まえた研究計

画の見直しを受け、試行錯誤を繰り返すことができる。
主研レベル 専門知識に基づいてデータ、事実を客観的・中立的に解釈して仮説を検証し、幅広い分野の専門家と議論を行い、考察することが

できる。その結果を踏まえ、研究計画を見直すとともに、試行錯誤を繰り返すことができる。室⻑レベル

d) 成果のとりまとめ
研究員レベル 専門知識に基づいて研究成果をとりまとめることができる。
研究官レベル 専門知識に基づいて研究成果を体系立ててとりまとめることができる。
主研レベル 専門知識に基づいて研究成果を体系立ててとりまとめることができる。行政・現場ニーズや国総研の研究蓄積に関する知識に基づ

いて研究成果を技術基準・手法としてとりまとめることができる。室⻑レベル

e) 社会実装への道筋の構築
研究員レベル 研究成果を正確に発信することができる。
研究官レベル 研究成果を専門外の者にも分かりやすく発信することができる。
主研レベル 行政・現場・研究、各々の特性に基づいて実装プロセスを明確化することができる。実装プロセスを踏まえて、研究成果の社会へ

の発信を計画することができる。研究成果を専門外の者にも分かりやすく発信することができる。室⻑レベル
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記述するにあたっては、図-2と同様に人事評価制度6)

における能力評価の評価項目も参考にした。 
 各分野の専門知識に基づいて研究を行うことが求

められることは若手の研究員を含む全ての職位に共

通する。これに加え、研究官以上となれば行政・現

場ニーズに関する知識、さらに主研以上となれば国

総研の研究蓄積に関する知識と、知識の幅を広げな

がら、研究計画の策定、成果の技術基準・手法とし

てのとりまとめといった国総研の研究の根幹を担う

ことが求められる。なお、主研と室長の記述が同じ

になっているのは、図-2に示した研究プロセスにお

いては両者に求められるパフォーマンスの質に差異

は無いと想定したためである。ただし、図-2に示し

た「政策の方向性の提案」においては、室長には主

研よりも高いパフォーマンスの質が求められるよう

に、室長には研究行為以外において主研とは差別化

された要求が存在することとなる。 

5．まとめ 

 本稿では、国総研の研究の心構えに基づき、国総

研の研究者に求められる技術力の構造化を試みると

ともに、構造化された技術力に基づく人材育成の計

画や評価の方法論を提示した。本稿で提示した

PDCAサイクルによる人材育成体系の概念図を図-4
に示す。目標となる技術力を構造化して明確に設定

することで、技術力の要素に対応付けて人材育成を

計画し、実施し、評価・改善するマネジメントが実

現できる可能性がある。今年度国総研では、本稿で

提示した技術力に基づいた若手研究者の育成に試行

的に取り組み始めたところである。 
一方、本稿で提示した技術力は一例に過ぎない。

認知領域に着目した枠組を用いたため、例えば態度

や価値観、身体的な技能といった観点は考慮してい

ない。こういった観点も含めて「技術力」とするべ

き、という考え方もあろう。また、研究の心構えに

倣い、研究プロセス全体を包括し、かつ、分野を特

定化しない一般的な形で整理した。これに対して、

特定の研究プロセスや分野に着目して、より具体的

な整理を試みることも可能であろう。 
 引き続き、若手を含む研究者等との対話を重ね、

人材育成体系の検討、改善を続けて参りたい。 
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図-4 本稿で提示した人材育成体系の概念図 
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